
平成 19 年８月 30 日 

四 国 経 済 連 合 会 

 

「道州制シンポジウム」概要報告 

 

１．日 時  平成 19 年８月８日（水）13:30～15:40 

２．場 所  かがわ国際会議場（サンポート高松シンボルタワー タワー棟６Ｆ） 

３．主 催  四国経済連合会、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

４．次 第 

・開会挨拶  山下  直家 四国経済連合会 副会長・地方分権特別委員会委員長  

・来賓挨拶  渡辺  喜美 道州制担当大臣         

・講    演  江口  克彦 道州制ビジョン懇談会座長 

       長谷川幸洋 道州制ビジョン懇談会委員 

・意見発表  白石 勝也 愛媛県町村会 会長(松前町長) 

       濱田  厚史 四国４県道州制研究会 前座長（香川県政策部次長） 

       梅原  利之 四国経済連合会 副会長(四国旅客鉄道㈱会長)  

・意見交換 

・総  括  渡辺  喜美 道州制担当大臣  

５．参加者  ２５０名 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

「道州制シンポジウム」発言内容（要旨） 

 

○ 意見発表 

（１） 白石愛媛県町村会 会長（愛媛県松前町長） 

・ 道州制について論ずる前に、まず、平成の市町村合併をしっかり評価･検証すべきで

ある。地元紙の世論調査では、市町村合併して「悪かった」という意見が「良かっ

た」という意見を大きく上回っている。住民の側からは、市町村合併により「役場

が遠くなった」、「過疎化が進んだ」、「地域が見捨てられた」という意見や感想をよ

く聞く。 

・ 道州制の議論の中で目安とする基礎自治体の数や規模の話が出ているが、根拠のな

い数字が一人歩きしていることは遺憾であり、更なる市町村合併を前提にした議論

を行うべきではない。 

・ 道州制の議論では、国、都道府県、市町村それぞれの在りようを基本的に考え直す

べきである。特に、国との間にあって二重行政的な意味合いを持っている都道府県

のあり方を、まず議論すべきである。今の国や都道府県でできないものがあれば、

次のステップとして、都道府県合併や国の出先機関を道州政府に移行するといった

ことも考えられる。 

・ 道州制を考える場合には、財政面の効率化や合理化など、数字至上主義的な議論は

避けるべきである。住民の考え方や意識が何処にあるのか、地域に住んでいる人達

の暮らしをどうするのかということを基本に考えるべきであり、地域に住んでいる

一般の住民や文化人、芸術家など、多くの市民を道州制の議論に巻き込んでいくべ

きである。 

 

（２） 濱田四国４県道州制研究会 前座長（香川県政策部次長） 

・ 「四国４県道州制研究会」が平成 19 年６月に取りまとめた「道州制に関する最終報

告書」をもとに意見発表を行う。 

・ 広域自治体改革は、地方分権の推進を最大の目的とし、中央政府のあり方も含めた

改革として位置づけることが重要である。単なる広域連合や都道府県合併ではこう

した改革としては不十分であり、新たな行政システムとして「道州制」を導入する

ことは有力な選択肢である。 

・ その上で、四国州になった場合の施策展開の可能性を具体的に検討した。四国は、

産業や財政の基盤が脆弱であるが、一方で、美しく豊かな自然や多様な地域産業、

遍路文化が育んだ「癒しの文化」といったものがある。四国州としては、こうした

特色ある資源を生かした地域づくりを目指してゆく必要がある。 



・ また、道州制を導入する際は、住民に最も身近な行政主体である基礎自治体の役割

が極めて重要である。基礎自治体に十分な権限や財源を付与するとともに、小規模

自治体においては近隣自治体間での水平的な補完を模索する必要がある。 

・ 今後の取り組みとして重要なのは、一つは、道州制を導入する最大の目的が地方分

権の推進であることについて、国と地方が共通認識を持つことである。その上で、

地方がよくなる、日本がよくなる道州制の検討を行っていただきたい。もう一つは、

これだけの大改革なので、最初から完璧を目指すのではなく、まず、第一歩を踏み

出すことが大事である。我々四国４県も、地方分権に向けた取り組みや四国４県連

携施策の推進、住民が行政に参加しやすい仕組みづくりなど、できるところから一

歩ずつ行っていきたい。 

 

（３） 梅原四国経済連合会 副会長（四国旅客鉄道㈱会長） 

・ 四国が自立するためには、地方分権を進め、四国の未来は四国自らが決めていける

行政システムに改革してゆく必要がある。そのための新しい国の形が道州制であり、

道州制の導入は、時代の強い要請である。 

・ 四国は、人口や経済規模がノルウェーやニュージーランドとほぼ同じで、日本一・

世界一のシェアを誇る企業も 100 社にのぼることなどから、４県が「四国州」とし

てまとまれば、特色ある、自立した地域圏として国内外に十分存在感を示すことが

できると考えている。 

・ 道州制になっても、大都市圏と地方圏との税収格差は残る。それは、中央集権的な

国造りのもと、東京をはじめ大都市圏を中心にインフラ整備や産業集積を進めたこ

とによる経済格差であり、すぐに解消されるものではない。道州制を導入する場合、

こうした格差にも地方は自己責任で対処せよというのは不合理であり、我が国全体

で道州制が成り立つように、道州間の財政調整システムを組み込む必要がある。ま

た、地方圏の自立や競争に必要なインフラ整備を、道州制導入に先駆けて推進する

必要があり、四国においては、特に、高速道路の四国８の字ネットワークや、空港・

港湾の国際交流インフラの整備、拡充を急ぐべきである。 

・ 今のままでは、地方の閉塞感は消えない。国が道州制をやろうとしている今、四国

に住む我々としても、道州制について議論を深め、四国が一つになって取り組んで

ゆくことが重要である。 

 

 

 

 



 

○ 意見交換 

＜地元意見＞ 

（１） 愛媛大学地域創生研究センター 宮崎センター長 

・ 道州制に対して、国民の理解が十分ではない。地方分権の必要性は理解しているが、

道州制のイメージがはっきりしないことや、市町村合併への不満などがあり、積極

的に賛成するとはいえない状況。広報活動を進めて、国民の議論を喚起していく必

要がある。 

・ 小さな町村には、さらなる合併への不安がある。財源や人材の問題、道州政府や周

辺自治体との連携や補完のあり方など、基礎自治体を今後どうしていくのか、議論

していく必要がある。 

・ 区割り、州都の問題が先行しないように配慮して欲しい。各地域からいろんな発言

が出ているが、そうした発言が既成事実化していくことに対して、住民は不安を持

っている。 

 

（２） 香川県経済同友会 鎌田副代表幹事 

・ 四国４県の経済同友会では、四国州になったらどうなるかを議論している。特に、

道州制導入によって地域総生産（ＧＲＰ）を上げることができるかどうかが大きな

検討課題であり、「環境」「第１次産業」「観光」「防災」の４つのテーマについて、

四国各県の経済同友会が分担して、具体的な検討を進めている。 

・ 現在、四国における４県合計の歳出が６兆円、歳入が３兆円である。道州制導入に

よって早期にこのギャップを圧縮することができれば、希望が湧いてくる。 

 

（３） さぬき市役所 梶谷氏 

・ 道州制導入に伴い、都道府県から市町村へ事務の移譲が行われる場合、それに対応

するため、財政面や人材面の強化が必要になってくる。しかし、これまでの議論で

は、基礎自治体がどう変わるかが具体的に示されていない。 

・ 今後、市町村が担うべき役割がどのように議論されていくのか。また、市町村の意

見はどのような仕組みで議論に反映されていくのか、お伺いしたい。 

 

（４） 高松市 富家氏 

・ 道州の独自性を出せるようにするために、道州は州法を制定することがありえるの

か、お伺いしたい。 

 

 



 

＜国側＞ 

（１） 江口道州制ビジョン懇談会座長 

・ 住民が市町村合併を評価していないのは、平成の大合併では、市町村への税財源の

移譲が行われていないからだ。合併した市町村には、税財源を移譲する必要がある。 

・ 私は、現行憲法でやれる範囲内ということで、州法制定権までは考えていない。条

例制定権を確保することによって、各道州は個性を発揮していけると考えている。 

・ 基礎自治体の数を 300 にするというのは、衆議院小選挙区の数から出している。仮

に、基礎自治体の人口を 40 万人とすると、そこに１ヵ所２名の職員を配置した支所

を 80 程度作り、ＩＴによってネットワーク化することによって、住民に密着した行

政サービスが可能となる。 

・ 政府が道州制の担当大臣や担当審議官を置いたのは安倍内閣が初めて。国が本気に

なって道州制に取り組んでいることを是非、理解していただきたい。 

 

（２） 長谷川道州制ビジョン懇談会委員 

・ 国や道州、基礎自治体間での人材の再配分、税源・権限の問題など、できるところ

から検討していく必要がある。そうした中で、道州や基礎自治体のあり方を考えて

いく必要がある。 

・ 今ある財政赤字をどうするといったことをあまり考えず、道州制については、成長

を促すような制度設計にしていくことが大前提である。 

 

○ 総括コメント 渡辺道州制担当大臣 

・ 災害対策や、社会保障などナショナルミニマムな部分については国が責任を持って

日本全体で行っていく。 

・ 財政の合理化など、最初から数字ありきの議論を行うのではなく、地方分権により

結果的に効率性が高まったという方向に持っていきたい。 

・ 道州制特区については、現行制度でも四国４県が合併すれば特区を申請できるが、

合併というのはハードルが高い。合併しなくてもそれに近いビジョンがあれば道州

制特区になることが可能となるように、道州制特区推進法を見直してもいいかもし

れない。 

 

以 上 



 

 

 

 

道州制に関する最終報告書 
 

－四国におけるあり方について－ 

（ 要 約 版 ） 

 

 

 

 

 

 

平成１９年６月 

「四国４県道州制研究会」 
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第１章 道州制に関する基本的な考え方 

１．広域自治体改革のあり方 

（１）広域自治体改革に係る議論の背景 

  ①市町村合併の進展 

   ・合併の進展により、都道府県の役割や規模が問い直されている。 

②都道府県の範囲を越える広域行政課題への対応の必要性 

   ・四国でも、広域的な行政課題への連携した取組を進めているが、より

効果的・効率的な対応を可能とする仕組づくりが求められている。 

③広域での地域戦略構築の必要性 

・グローバルな地域間競争に勝ち抜くためには、広域の地域戦略を構築

する新たな広域行政主体のあり方の検討が必要となっている。 

④一層の地方分権推進の必要性 

・地方が自主・自立して行政サービスや地域経営が行えるよう、地方分

権型行政システムへの転換を目指す地方分権の一層の推進が必要とな

っている。 

（２）道州制導入の考え方 

広域自治体改革は、地方分権の推進を最大の目的とし、中央政府のあ

り方も含めた改革として位置づけることが重要である。 

広域連合や都道府県合併は、国と地方の関係を抜本的に見直すもので

はないことから、新たな行政システムとして、「道州制」を導入すること

は有力な選択肢である。 

（３）道州制の検討方向 

①地方分権の一層の推進 

・住民自治、団体自治を基調とする民主的で総合的な行政が可能な広域

自治体として道州を位置づけることが肝要である。 

②自立可能な地域ブロックの形成 

・グローバルな地域間競争に勝ち抜くためには、各地域ブロックが、自

らの責任と判断の下で、地域の活性化を図ることが重要である。 

③国と地方を通じたスリムで効率的な行財政システムの構築 

・規模拡大によるスケールメリットや、国の地方支分部局等と都道府県

との事務や組織の一元化による合理化効果が期待される。 

 

２．道州制の基本的な制度設計 

（１）道州の位置づけ 

・現在の都道府県より範囲の広い道州を設置する。 

・地方自治体は、道州と市町村の二層制とする。 
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（２）道州の区域 

・地方の意見を尊重して決定する。 

・４県に関係する区域については、更なる検討が必要である。 

（３）道州への移行方法 

・原則として全国一斉。ただし、特区的に先行して移行することの可能性

についても検討が必要である。 

（４）道州の議会 
  ・住民の代表者で構成する議会を置き、議員は住民の直接公選とする。 

（５）道州の執行機関 

  ・長は、住民による直接公選とする。 

・長の多選については、禁止すべきとの意見と、住民が判断すべきとの意

見に分かれたことから、更なる検討が必要との認識で一致した。 

（６）道州と国、道州と基礎自治体の関係 

・原則として、国は道州及び基礎自治体の、道州は基礎自治体の役割に係

る事務執行に関与しない。 

・道州が基礎自治体に関係する自治立法の制定・改廃や政策決定等を行う

場合は、基礎自治体の意見が適切に反映される仕組みを構築する。 

・政省令よりも地方の自治立法（現行制度でいう条例）が優先する制度を

創設するなど、地方の自治立法権を保障する。 

・さらに進んで、地域振興に関する事項の立法権を道州に分割することの

是非については、憲法との関係も含め、更なる検討が必要である。 

・国と地方の代表者で構成する協議の場を制度化するとともに、協議結果

の実行性を確保するための仕組みを創設する。 

 

３．道州制下における国と地方の役割分担 

（１）基本的な考え方 

①国の役割 

・外交・防衛など、本来国が担うべきものに限定する必要がある。 

・地方支分部局の担っている役割の大部分は、本省が持つ企画立案機能

も含め、地方の役割とする。 

②地方の役割 

・国が担う役割に係る事務を除き、道州と基礎自治体が適切な役割分担

の下、それぞれの役割に係る事務を行う。 

・住民に最も身近な基礎自治体の役割がこれまで以上に重要となる。 

・基礎自治体は、地域内で完結する社会基盤整備や各種福祉施策の実施

に関する事務など、地域住民の日常生活に直結する広範囲な事務を総

合的かつ自主的に実施する。 

・道州は、基礎自治体が担うものを除き、２以上の基礎自治体にわたる
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広域の社会基盤整備や、産業・観光の振興など道州全体の経済振興に

関する事務など、基礎自治体の区域を越える広域の圏域における事務

を総合的かつ自主的に実施する。 

（２）基礎自治体への権限移譲 

・地域における行政の中心的な役割を担うこととなる基礎自治体に十分な

権限と財源が付与されることが求められる。 

・都道府県から基礎自治体に対する権限移譲を更に計画的に進めていくこ

とが必要となる。 

（３）小規模自治体への対応 

・近接性の原理・補完性の原理から、近隣の基礎自治体間で広域連合や一

部事務組合を形成するなど水平的な補完のあり方を模索することが基本

である。それが困難な場合には、例外的に道州が垂直的に補完すること

も考えられる。 

 

４．道州を支える地方税財政制度 

（１）課 題 

・国庫補助負担金や地方交付税などによる国への依存が、住民の負担と行

政サービスの受益との関係を不明確にするとともに、地方の自主的・自

立的な行政運営を大きく阻害している。 

・国と地方の行政運営は、ともに過度な借金依存体質である。 

・道州制導入により、地方の事務は増加し、歳出も増加している。 

・歳出増加分を地方交付税や国庫補助負担金の増額などで賄うとすると、

地方財政は、ますます国に依存することとなる。 

（２）道州制下の地方税財政制度 

①役割分担に応じた税源配分について 

・地方の役割に見合う歳入を確保するため、国と地方の税源配分を大幅

に見直す。 

②課税自主権について 

・地域の特色を踏まえた独自財源の開拓が可能となるよう、地方の課税

自主権を強化するべきである。 

③現行の国庫補助負担金制度及び新たな国の負担制度について 

・次の２つの意見に分かれたことから、今後更なる検討が必要である。 

 

【意見１】 

・生活保護など本来国が行うべき事務であるにもかかわらず、住民の利

便性や事務処理の効率性などの理由により地方が行うことになる事務

については、全額国の負担とする。 

・その上で、現行の国庫補助負担金は廃止する。 
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【意見２】 

・大幅に廃止・縮減した上で、存続するものについても、国の関与や規

制の緩和など、地方の自主性が発揮できる制度に改善する必要がある。 

④財政調整制度について 

・次の２つの意見に分かれたことから、今後更なる検討が必要である。 

  【意見１】 

・財源保障機能を持つ現行の地方交付税制度は、廃止を含めて見直す。 

・現行の地方交付税制度に代わり、道州間の税源偏在を調整するため、「道

州間の住民一人当たり税収の格差」に着目するとともに、道州の人口

や面積の他にも、都市圏以外の地方が果たす役割などを勘案した新た

な財政調整制度の構築が必要となる。 

・財政調整の手法や、財政調整の対象とする税目・行政サービスの水準、

総額の算定方法など、具体的な財政調整制度の仕組みについては、幅

広い検討が必要となるため、今後の課題とする。 

【意見２】 

・現行の地方交付税制度が担ってきた財源保障機能と財源調整機能の重

要性を考慮し、道州制導入後も次のとおり制度を改善し活用する。 

    ・本来の役割である財源保障、財源調整に純化する。 

・地方の自主的・自立的な行政運営に必要な額を確保する。 

・自然条件や社会条件等の違いによる財政需要の差をこれまでより適

切に反映した財政調整を行うために算定方法を改善する。 

⑤国・地方を通じた借金依存体質への対応 

・国・地方ともに、思い切った行政の効率化や組織のスリム化などを行

い、行政コストの大幅な縮減に取り組むことが必要である。 

・コスト削減の取組によっても、なお対応できない部分については、今

後、行政サービス水準の抜本的な見直しや増税といったことも視野に

入れた検討が必要となる。 
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第２章 四国が道州制に移行する場合の対応について 

１． 四国の現状及びポテンシャル 

 四国の現状を、生活分野、生産分野、行財政分野から見てみると以下のよう

な特徴が見られる。 

①生活分野 

 ○ 森林面積割合が全国で最も高く、石鎚山や剣山などの山岳、四万十川や

吉野川の清流、瀬戸内海の多島美や雄大な太平洋など、豊かで美しい自然

に囲まれ、潤いのある生活環境を生み出している。 

○ また、四国八十八ヶ所によるお接待の心や世界的にも高い評価を受けて

いる芸術施設、地域密着型のスポーツチーム等、多様な文化や歴史が育む

地域資源が数多く存在し、生活のゆとりを生み出している。 

 ○ 一方で、四国外への人口流出が続くとともに、全国に先駆けて住民の高

齢化が進んでおり、人口減少・少子高齢化が顕著である。 

○ 病院や特別養護老人ホーム、保健施設などの医療関係施設は整備が進ん

でいる一方で無医地域も多く、また、水道や公共下水道などの生活インフ

ラの普及率が低いなど、住民の生活を支える十分な環境整備が進んでいる

とは言えない。 

 

②生産分野 

 ○ 産業構造は、全国平均に比べて、第１次産業の総生産額割合、従業者数

割合が高い上に、製造業における基礎素材型産業、生活関連産業注１の割合

が高く、生活に関連する産業が多い。 

 ○ 中小企業数の割合が高く、規模が小さいものの、地場産業には、日本一・

世界一のシェアを誇る企業が数多く存在するとともに、各々の技術や産業

特性を活かしたニッチ分野注２への取り組みも見られ、業態の多様性がある。 

 ○ 東アジアや東南アジアとの交流人口は、他の地域に比べて伸びているも

のの、それらの交流が、生活面や経済面にまで拡大していない。 

 ○ 本四三架橋などの社会資本や試験研究機関等の知的資源、ＩＴ等の情報

関連基盤の整備・活用は十分に図られていない。 

 

③行財政分野 

 ○ 自主財源割合が低く、国から地方への財源再配分となる地方交付税への

依存度が大きく、行財政基盤が脆弱である。 

 
                                                  
注１ 四国における基礎素材型産業、生活関連産業とは、パルプ・紙・紙加工品製造業、食料

品製造業、化学工業（繊維原料、合成樹脂、化学肥料等）、衣服・繊維製品製造業など。 
注２ 大企業が取り組まないすきま分野のこと。市場での需要はあるが、規模が小さいため、

主に商品やサービスの提供が行われていない分野。差別化されたもの。 



- 6 -

四国は、全国に比べ人口減少・少子高齢化が急速に進行しており、道路・

鉄道や生活インフラなどの社会資本整備も十分ではなく、産業基盤や財政基

盤も脆弱である。 

経済のグローバル化等に伴い地域間競争が激化する中、地域の活性化・総

合力の向上につながる施策を積極的に展開していくと同時に、これまで以上

に効率的な行財政運営を行うことが求められる。 

 

 一方、四国には、今後の発展の原動力となりえるものも存在し、一般的に

四国にとってマイナス（弱み）と考えられている環境についても、それを逆

に利用してプラス（強み）に変えていく可能性を秘めている。 

 ・潤いのある生活環境を生み出す美しく豊かな自然 

（特にそれらの四国独自の自然を支える光、水や森といった資源） 

・それを活かした農林水産業、生活関連型産業など、多様な地域産業 

・遍路文化が育んだおもてなしの心・助け合いの心 

 （地域の安全・安心の確保のための住民相互の支え合いの土壌） 

 

【今後の四国の方向性】 

    大都市圏や他の地方都市圏と同じ方向で考えるのではなく、地域を担

う「人」を基本に据え、四国のポテンシャルや四国が置かれた環境を十

分に活かし、生活の面、産業の面から、四国の将来を担う人材の Qol 注３

を向上させる四国独自の魅力「四国らしさ」を形成することが必要であ

る。 

 このことから、今後の四国の理念としては、四国独自の地域資源を活か

した以下の２つが考えられる。 

 「光り輝く水と森のくに四国」・「優しさあふれるいやしのくに四国」 

 

 ・「光り輝く水と森のくに四国」とは 

   ２１世紀は水の世紀といわれるなど、社会的な価値観の変化の中で、水や森に

関連するイメージがより高いものに変化することから、従来は一般的に弱みだと

いわれていたものを強みに活かす発想の転換とともに、それらに関連する資源を

活用して、他の地域にはない質の高い地域づくりを行う方向性を示す。 

 ・「優しさあふれるいやしのくに四国」とは 

   四国八十八ヶ所に代表される「いやしの文化」を、従来の観光的なイメージで

はなく、本当の意味での相互扶助に活かすことで、暮らしやすい地域づくりを行

う方向性を示す。 

 

                                                  
注３ Qolとは、Quality of Lifeの略で、地域に住む人々にとって、生活や仕事の幅広い面か
ら、より良い生き方や健康的な生活を、精神的な豊かさや満足度も含めて質的に捉えて、

実現する考え方。 
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２. 四国州となった場合の四国の将来像 

（１）四国州の意義 

○国と地方における権限と財源の大胆な再配置の実現 

四国州においては、四国独自の地域資源を一体的・総合的に活用し  

た施策に取り組むことが可能となるとともに、基礎自治体においては、

住民により身近なところで、実態に合った地域づくりを戦略的に行う

ことが可能となる。 

○広域行政課題への迅速な対応 

   生活圏や経済圏の拡大などにより、広域自治体として広域行政課題 

への対応が求められるが、これまで四国４県が利害調整に要した時間

が短縮され、迅速な意思決定・迅速な対応が可能となる。 

○地域の特性を活かした総合的・一体的な施策展開 

四国の地域資源を活かした独自の魅力形成や地域資源を活かした

地域経済の活性化、相互交流の促進など、総合的・一体的な施策展開

を図ることが可能となる。 

   ○地域文化を活かした四国全体の活性化 

四国という地域が行政区域としてまとまることで、地域の創意工夫

により、伝統文化などのそれぞれの地域の良さを活かしながら、それ

らが互いに地域一体として活かされる取り組みが可能となるなど、四

国全体の活性化につながるものとなる。 

 

 これらの四国州になることによるメリットを最大限に活かした地域づく

りを行うことが、四国が置かれている厳しい状況の打開につながるとともに、

四国の発展の可能性をさらに高めることにつながり、今後の四国の方向性と

も合致するものとなる。 

 

（２）四国のポテンシャルを活かした施策展開の可能性 

道州制の主旨に基づき、四国が目指すべき理念に沿って、「美しく輝き心が

優しくなる四国」として、５つのビジョンでの施策展開を検討する。 

 

・豊かで美しい四国の実現 「美（環境分野）」 

   ・小さいながらもきらり輝く四国の実現 「輝（産業分野）」 

   ・おもてなしの心あふれる四国の実現 「心（交流・文化）」 

   ・安心して暮らせる人に優しい四国の実現 「優（安心・福祉）」 

   ・輝く人のくに四国の実現 「人（人材育成・活用）」 
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四国州の理念： 

  ・光り輝く水と森のくに四国 

  ・優しさあふれるいやしのくに四国 

 

四国州の理念を実現するための施策展開の検討方向性： 

「美しく輝き心が優しくなる四国」 

   

施策展開の検討方向性に基づく５つのビジョン： 

  ・豊かで美しい四国の実現 

  ・小さいながらもきらり輝く四国の実現 

  ・おもてなしの心あふれる四国の実現 

  ・安心して暮らせる人に優しい四国の実現 

  ・輝く人のくに四国の実現 

 

優しさあふれる 

いやしのくに四国 

「美しく輝き心が優しくなる四国」 

光り輝く 

水と森のくに四国 

  「人」 

（人材育成・活用）

 「優」 

（安心・福祉） 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
人
に
優
し
い
四
国
の
実
現 

輝
く
人
の
く
に
四
国
の
実
現 

 「心」 

（交流・文化）

お
も
て
な
し
の
心
あ
ふ
れ
る
四
国
の
実
現 

 「輝」 

（産業分野）

小
さ
い
な
が
ら
も
き
ら
り
輝
く
四
国
の
実
現 

 「美」 

（環境分野） 

豊
か
で
美
し
い
四
国
の
実
現 

【構成図】 
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【５つのビジョンと内容】 

豊かで美しい四国の実現 「美（環境分野）」 

  （潤い・いやしの地域づくり） 

   ・潤い・いやしを感じる質の高いライフスタイルの実現 

   ・循環型社会への取り組みによる「四国ブランド」の構築 

   ・水資源等の活用による安心した生活の実現 

  小さいながらもきらり輝く四国の実現 「輝（産業分野）」 

  （地場産業における四国ブランドの実現） 

・四国の地域資源を活用した「四国ブランド」形成に向けた新たな展開 

・新たな地場産業や産品ブランドの構築 

（港湾機能等を活かした地域産業の活性化） 

・地域産業の特性を活かせる港湾機能の強化による競争力の向上 

・国際競争力向上による企業の輸出・海外進出などの四国独自のアジア

戦略の展開 

  （安全・安心の食料基地四国の実現） 

   ・四国州独自の食の安全・安心に対する取り組みや独自の加工品の育成

等農林水産物の競争力向上につながる四国のブランド化 

  おもてなしの心あふれる四国の実現  「心（交流・文化）」 

（おもてなしの心による交流・にぎわいのある地域の創出） 

・四国の地域資源の一体的かつ効果的な情報発信や四国特有のおもてな

しの心による、四国の受け入れ体制整備による域外からの交流拡大及

び団塊世代等定住促進 

  安心して暮らせる人に優しい四国の実現 「優（安心・福祉）」 

（災害に強い地域づくり） 

   ・土石流・洪水災害や東南海・南海大地震等への迅速かつ的確な対応 

 （人に優しい「四国型福祉社会」の実現） 

  ・地域特有の住民ニーズに対応したきめ細かな医療・福祉サービスの提

供及び助け合い支えあいの取り組みによる四国型福祉社会の実現 

 （安心して暮らせる魅力あるまちづくり） 

  ・都市活力を創出する賑わいのあるまちづくり、高齢者等の生活利便性

向上などの住民が安心して暮らせるまちづくり 

  輝く人のくに四国の実現 「人（人材育成・活用）」 

  （地域の産業に求められる人の育成） 

   ・四国の地域産業を先導する人材育成 

（四国の将来を担う人の育成・活用） 

・専門性の高い技能と豊かな国際感覚を備えた四国を担う人材育成 

・これからの地域に求められる多様な主体を活用した、四国の実態に合

った地域づくり 
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【四国州の施策展開の可能性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小さいながら

もきらり輝く

四国の実現 

おもてなしの

心あふれる四

国の実現 

（施策展開の可能性） 

豊かで美しい 
四国の実現 

（ビジョン） （基本目標） 

地場産業の四国

ブランドの実現 

③地場産業のブランド化の実現 
・地域の実態に合った一体的な産業支援 
④産業政策との連携

⑤港湾機能と道路との連携 
・産業競争力向上のための物流機能の強化 
⑥広域的な社会資本活用 
・観光とリンクした社会資本の活用 

⑦農林水産業振興の一体化 
・地域の実態に合った農林水産物の競争力向上 

・四国型安全・安心の仕組みづくり 

⑧観光振興への取り組み 
・海外へ向けた四国のルート・団塊世代の交流促進 

⑨フィルムコミッション事業への取り組み 

⑩防災への取り組み 
・広域的な防災への取り組み 

安心して暮ら

せる人に優し

い四国の実現 

⑬総合的な中心市街地の活性化支援 
⑭四国型ユニバーサルデザインなまちづくり 

⑮職業訓練  
・地域産業に求められる職業訓練 

四国の将来を担

う人の育成・活用

⑯地域の実態に合った教育の実施 
⑰団塊の世代等を活かした地域づくり 
・地域の担い手としての団塊の世代等の活用 
⑱地域文化を支える人への支援 

輝く人のくに

四国の実現 

⑪地域の実情を踏まえた医療体制 
・四国州としての適切な医療圏域設定に伴う取組 
⑫広域的な非営利法人等への支援 

①四国の自然の一体的な保全 
・四国一体の環境保全・森林資源による循環型社会

②水資源の有効活用 
 ・水資源の広域的な融通システムの構築 

潤い・いやし 
の地域づくり 

港湾機能等を活かし

た地域産業の活性化

安全・安心の 
食糧基地四国の

実現 

おもてなしの心に

よる交流・にぎわい

のある地域の創出 

災害に強い 
地域づくり 

人に優しい「四国

型福祉社会」の実

現 

安心して暮らせる魅

力的なまちづくり 

地域産業に求め

られる人の育成 
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以下では、施策例のうち、代表的なもの（概要）を抜粋。詳細は報告書を参照。 

豊かで美しい四国の実現 

施策例（概要）：四国の自然の一体的な保全 

 （ア）現状 

  （水源涵養） 

   ・四国の森林管理には様々な主体が携わっており、取り組みや支援体制

が異なる。 

例）国有林(四国森林管理局)県有林や県行造林注４ (四国４県)民有林（民間） 

   ・保安林の指定が、森林法による国の計画をもとにした県への法定受託

事務注５であり、地域の実態を踏まえた取り組みがなされていない。 

  （水質保全） 

   ・水質汚濁防止法等に基づき、環境省が規制基準の設定を行い、四国４

県が各県ごとに条例で上乗せ規制基準の設定や規制の実施を行い、規

制基準が異なる。 

例）吉野川水系の源流の一つである高知県が水質総量規制注6の対象外 

   ・下水道、農業・漁業集落排水施設、合併処理浄化槽などの整備は各県

ごとに取り組みが異なる。 

  （河川管理） 

   ・同一水系の中で管理主体が異なり、護岸整備、砂利採取の取り組みが

異なる。 

例）吉野川等の一級河川（指定区間外）の管理・整備は四国地方整備局、

指定区間や二級河川は四国４県、準用河川、普通河川は各市町村が行う。 

  （海洋保全） 

   ・瀬戸内海・太平洋との一体的な管理は行えていない。 

例）瀬戸内海の環境保全は、中国四国環境事務所と港湾管理者である県や

市による。海ごみの回収や監視活動は各主体別による。 

 

（イ）施策展開の可能性 

  【役割分担】      ※）下線は道州制導入に伴い権限移譲されるべきもの 

   国  － 

   道州 森林管理・保全（広域）、水質汚濁防止、一級河川管理、 

      二級河川管理（広域）海洋保全・管理 

   基礎自治体 森林管理・保全（地域完結）、二級河川管理（地域完結）  

                                                  
注４県行造林とは、県が土地所有者と契約を結び民有林野に対して造林を行い、その収益を

土地所有者と分収するもので、森林資源の造成及び林野の保全を図ることを目的とする。 
注５法定受託事務とは、法律又は政令により、県又は市町村が処理する事務のうち、国が本

来果たすべき役割に係わるものであって、国においてその適正な処理を特に確保する必

要があるものとして、法律又は政令に特に定めた事務。 
注 6閉鎖水域の水質環境基準を確保するため汚濁物質の総量を一定量以下に削減するもの。 
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（四国一体となった環境保全） 

   ・四国州が一体的に環境保全を行うことで、上流域の森林から、最終的

に河川が流入する海の水環境まで、一体的に保全することができるよ

うになる。 

・水質保全上重要な河川や地域を「重点整備地域」に指定するなど、諸施

策を総合的に推進する制度を設けることが可能となる。 

  （森林資源を活用した循環型社会への取り組み） 

   ・四国州として四国の森林にＦＳＣ注7を適用することで持続可能な森林

保全の仕組みづくりや四国の森林材の「四国ブランド化」が図られる。 

   ・バイオマスエネルギー開発を、基礎自治体などの意見も踏まえながら

地域の実態に合った形で取り組むことが可能となる。豊かな森林資源

を活用した木質バイオマス発電によるバイオマスエタノール（輸送用

燃料等）の生産など、バイオマスを最大限に利活用する地域循環型社

会の形成やエネルギーやマテリアル分野（繊維、医療等）での新産業

の創出や関連企業の誘致が期待できる。 

 

小さいながらもきらり輝く四国の実現 

施策例（概要）：地場産業のブランド化の実現 

（ア）現状 

  （産業支援事業） 

   ・国で基準を決め、各県が計画を作り、それをもとに取り組む支援は、

県境を越える素材の活用支援等は難しく、地域の実態にあった取り組

みが行えていない。 

例）四国経済産業局の「地域資源活用プログラム」「中小企業による地域産

業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（仮称）」など 

・商品開発や高付加価値化、販路開拓などについて、四国経済産業局と

四国４県において対象や内容が似通うなど、効率のよい支援施策とは

なっていない。 

       例）経済産業局で実施する「産地等地域活性化支援事業」や「地域新規産

業創造技術開発補助事業」といった施策と四国４県の施策 

（公的試験研究機関等による技術開発） 

・各県の試験研究は県内産業振興の研究であるため、研究成果の他県の

企業が利用しづらいことから、県内資源を活用した研究にとどまって

いることが多く、県境を越えた共同研究の取り組みなど、その目的や

成果が四国内全域につながっていない。 

                                                  
注 7 Forest Stewardship Council：森林保全の観点から適切かつ経済的に継続可能な森林管
理の推進について評価し、認証する世界的認証制度。現在、四国においては、高知県梼

原町が導入済み。 
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（イ）施策展開の可能性 

  【役割分担】      ※）下線は道州制導入に伴い権限移譲されるべきもの 

   国  － 

   道州 地域産業政策、中小企業対策（広域） 

      特に、クラスター形成、新商品開発、販路拡大、技術活用による

実用化支援等に関するもの 

 基礎自治体 中小企業対策（地域完結） 

 

（地域の実情にあった一体的な産業支援） 

   ・四国州として、産業支援の取り組みを総合的に行うことにより、企画

部門の一本化や効率的な試験研究機器等の整備が図られ、地域産業の

現状を踏まえたきめ細やかな対応やこれまでの研究の蓄積を活用した

支援を行うことができ、四国としてのブランド化が図られる。 

例）・徳島県の「ＬＥＤ関連産業」を活かした「環境先進四国ブランド」の構

築や、徳島県の健康関連産業や香川県の「希少糖」技術・愛媛県の無細

胞タンパク質合成技術を活かした健康・バイオ関連分野の「いやしの四

国ブランド」の構築など 

・高知県の「海洋深層水」といったブランド基礎素材を各県既存の地場

産業と連携させ、練り製品や醤油、清酒等への応用による「海洋深層

水ブランド産品」の開発など 

・県境を越える産地を持つ和三盆糖といった地場産業の支援施策を、総

合的かつ実情にあった形での推進 
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おもてなしの心あふれる四国の実現 

施策例（概要）：観光振興への取り組み 

（ア）現状 

   ・地域資源の情報発信（ＨＰやパンフレット等の媒体や観光案内所等の

施設など）や、観光客の誘客促進は、それぞれで実施されており、効

果的な連携は図られていない。 

例）各県の施策、四国４県が連携した四国観光立県の施策、国の地方支分部

局（四国運輸局、四国地方整備局等）の施策など 

   ・問い合わせや対応窓口が一本化されておらず、ワンストップ化などの

効率的な受け入れサービスが図られていない。 

 

（イ）施策展開の可能性 

  【役割分担】      ※）下線は道州制導入に伴い権限移譲されるべきもの 

   国  － 

   道州 観光振興政策（広域） 

   基礎自治体 観光振興施策（地域完結） 

  

（海外を視野に入れた四国としてのルート設定、情報発信） 

・四国州となることで、四国各地の地域資源を活かした四国を周遊する

ルートの設定及び四国としてのＰＲ、旅行会社への売り込みによる商

品化が可能となる。 

例）地域に根付いた夏祭り（徳島県「阿波踊り」、香川県「さぬき高松まつり」、

愛媛県「西条まつり」、高知県「よさこい祭り」）や多様なスポーツイベン

ト等を連携したルート設定、四国八十八ヶ所巡礼における四国一体となっ

た効果的な情報発信など 

   ・各県が設置している観光協会（観光コンベンション）が一つとなり、

四国観光協会の設置が可能となることで、それぞれの地域資源の特色

を出した観光ルートの設定及び一元的な問い合わせ対応が可能となる。 

   ・豊富な地域資源を四国全体で戦略的に活用し、価値観の変化に対応し

た新たなライフスタイルを一元的かつ効果的にアピールすることが可

能となり、四国としての統一的な受け入れ窓口の設置や、それぞれの

地域資源の特色を踏まえた多様かつ柔軟な施策展開が可能となる。こ

れにより四国全体の団塊世代等のＵI ターンや二地域居住注 8等につな

がる交流人口の拡大を図ることが出来る。 

 

                                                  
注 8二地域居住とは、団塊の世代のリタイアで、都市部住民に広がることが予想される生活

様式。都市部に暮らす人が、週末や一年のうち一定期間を農山漁村部で暮らすもの。 
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安心して暮らせる人に優しい四国の実現 

施策例（概要）：地域の実情を踏まえた医療体制 

（ア）現状 

・医療計画において、圏域ごとに必要病床数等を設定し、整備する（医療

法第 30 条の３第２項第３号）が、保健医療資源の有効活用と適正な配置

を図るための医療圏の設定は、医療計画に基づいて各都道府県において

行われること（医療法第 30 条の３）となっており、県境を越えた整備計

画を策定することはできない。 

 

（イ）施策展開の可能性 

  【役割分担】      ※）下線は道州制導入に伴い権限移譲されるべきもの 

国  ― 

   道州 高度医療、重度障害者福祉施設の設置、医療法人の設立許可 

   基礎自治体 生活保護の実施、高齢者・障害者福祉サービス 

 児童福祉サービス 

 

  （四国州としての適正な医療圏域の設定に伴う取り組み） 

   ・四国州となることで以下のような取り組みが可能となる。 

    （ⅰ）政策的に特殊医療を行う国立病院との適正な役割分担を含め、

四国としての高度医療施設の適正配置の実現 

    （ⅱ）指定入院医療機関など、高度医療や特殊医療に係る施設整備に

ついて県境を越えた広域的な連携 

    （ⅲ）緊急搬送体制の整備 

    （ⅳ）県境を越える病院間の遠隔地診断 

  ブロードバンドを利用した住民の健康管理及び健康診断システ

ムの構築など 

（ⅴ）自治医大注 9 卒医師の優先配置など、スケールメリットを活かし

たマンパワー注10（医師、看護師等を含む）の有効活用 

・地域の実態に合った適正な医療圏設定によって、医療圏ごとに生活保

護や保健福祉に関連する権限を道州から移譲することで、既存の行政

区域に左右されない住民の日常生活活動範囲に応じた効率的な保健、

医療、福祉サービスの提供の実現が可能となる。 

 

 

                                                  
注 9医療に恵まれないへき地等における医療の確保向上及び地域住民の福祉の増進を図るた

めに昭和 47年に設立された医科大学。地域医療に責任を持つ全国の都道府県が共同して
設立した学校法人により運営。卒業後は出身地に戻り、地域医療に従事する。 

注 10人的資源、個々の才能や技術、労働力のこと。 
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輝く人のくに四国の実現 

施策例（概要）：地域の実態に合った教育の実施 

 （ア）現状 

   ・国立大学法人が運営する高等学校（四国では愛媛大学附属農業高等学

校）や独立行政法人国立高等専門学校機構が運営する国立高等専門学

校（四国内では６校）がある一方で、県、基礎自治体注11においても高

等学校を設置・運営している。 

 

（イ）施策展開の可能性 

  【役割分担】      ※）下線は道州制導入に伴い権限移譲されるべきもの 

国  義務教育の最低基準 

   道州 大学の設置・運営、高等学校（普通科以外）の設置・運営 

   基礎自治体 高等学校（普通科）の設置・運営、小中学校の設置・運営 

         学級編成の決定等 

    

（特徴ある質の高い教育の実現） 

   ・四国州として、普通科以外の専門的な教育を行う高等学校の設置・運

営を行うことで、職業訓練などとも連携を取り、それぞれの地域の特

色を出した学科編成や四国全体を視野に入れた人材の育成を効率的に

行うことができる。 

・また、四国州が目指すべき人材を育成できるよう、四国独自の学科を

持った高等学校の設置が可能となるとともに、技術系分野の大学にお

いても教員の柔軟な配置が可能となるなど、より専門性の高い高等教

育が可能となる。 

   ・高等学校（普通科）に関する設置・運営については、基礎自治体に権

限を移譲することで、基礎自治体による小中高一貫教育が可能となる。

このことにより、小中高教員の相互乗り入れの円滑化や、外国語等で

の連携強化により、小学校から外国語教育に力を入れた国際人の養成

を図るなど、小中学校における基礎学力の向上が期待できるとともに、

文化活動やスポーツ活動に関しても、小中高の連携強化による質の向

上が図られる。 

 

 

 

 

                                                  
注 11四国内の基礎自治体における高等学校の設置・運営 
  ・鳴門工業高校、高松第一高等学校、高知商業高校 
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（３）四国州における基礎自治体の姿 

①基礎自治体に期待される役割 

○住民に最も身近な総合的行政主体としての基礎自治体 

   新たな役割分担の下、地域に根付いたサービスの大部分については、

住民に最も身近な総合的行政主体として、地域の多様な主体とともに

決定から執行まで一貫して、基礎自治体が担うことが求められる。 

○地方分権下の地方自治の実現 

地方分権の推進を最大の目的とする道州制下においては、「団体自

治」の観点と「住民自治」の観点の両方から、真の意味での地方自

治の実現が求められる。 

   ○自立的な行財政運営としての「団体自治」の実現 

      住民が安心して暮らしていくことができる行政サービス（例えば

医療・福祉など）を提供するためには、広域的な行政を行うことで、

財政基盤の安定化を図るとともに、規模の拡大によって専門性を高

めるなど行政の能力の向上も必要であり、権限と財源のバランスが

取れた自立的な行財政運営の実現が求められる。 

   ○多様な住民が参加する「住民自治」の実現 

      住民に身近な行政サービスを提供する行政主体としての役割が大

きくなることから、これまで以上に民意を反映した行政運営や、地

域住民参加型の行政運営を行うことが求められる。 

 

   地方自治の実現は、これからの四国における地域づくりの基本として求め

られるものであり、住民に最も身近な総合的行政主体としての基礎自治体が、

自主性を損なうことなく、機能強化できるよう、道州などとも共同して取り

組んでいくべきものである。 

 

②基礎自治体の機能強化に向けた取り組み 

○道州制下の役割分担に基づいた権限移譲 

     基礎自治体で完結する「ワンストップサービス」を実現するため、   

基礎自治体に大幅な権限と財源を移譲することが求められる。 

   ○道州等との共同のあり方 

     真の意味での分権型社会を実現するためには、移譲された権限と財

源を用いて基礎自治体が自立的な行財政運営を行うための道州と基礎

自治体間や地域の中での新たな共同が求められ、その取り組みとして

は、例えば以下のようなものがあげられる。 

     ・道州の長の諮問機関としての市区町村長との協議の場の設置 

     ・四国人材育成センター（仮称）の設置 

     ・四国振興基金（仮称）の設置 
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③地域への住民参加促進に向けた取り組み 

  住民との協働自治の実現に向けて、行政と住民が対等のパートナーで

あるとの認識の下、地域への住民参加の新たな仕組みの構築が求められ

る。その際、協働の場の形成や住民への直接的な働きかけなどについて

は基礎自治体の役割で、広域的な支援などについては道州の役割となる。 

 

【主として基礎自治体が実施すべき取り組み事例】 

・地域コミュニティ組織によるまちづくりへの取り組み 

・情報通信技術（ＩＣＴ）注12による地域ＳＮＳ注13を活用した地域コミ

ュニティを再生する取り組み 

    ・「コミュニティビジネスサポートセンター」（仮称）の設置  など 

 

【主として道州が実施すべき取り組み事例】 

    ・地域の担い手育成の広域的な支援 

    ・支え合いの広域ネットワークの形成、情報交流の場の形成 

   ・地域づくりへ参加しやすい仕組みに対する支援       など 

 

【道州と基礎自治体双方が取り組むべき事例】 

    ・情報公開の促進 

・住民の行政参加促進を促す条例制定 

・住民の監査体制の充実                  など 

 

④小規模自治体への対応 

（小規模自治体への補完の必要性） 

道州制を、分権型社会の実現のためのものとするためには、道州制下に

おいて担うべき役割を担いきれない小規模な自治体やその周辺部におけ

る住民に対しても、行政サービス水準を確保できるよう、それら小規模自

治体に対して一定程度、補完していく必要がある。 

 

（小規模自治体の補完の取り組み） 

   近接性の原理・補完性の原理の観点から、まずは近隣の基礎自治体間で

広域行政を活用し、補完することが求められる。 

【基礎自治体間の補完のあり方】 

・基礎自治体間の事務委任や一部事務組合注14等の活用 

                                                  
注 12 Information and Communication Technologyの略。情報・通信の社会的応用分野の技
術の総称。 

注 13 Social Networking Serviceの略。社会的ネットワークをインターネット上で構築する
サービスのこと。 

注 14複数の普通地方公共団体や特別区が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的とし

て設置する組織で、特別地方公共団体の一つ。同じく複数の普通公共団体等が設置する
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・基礎自治体同士による広域連合等の活用（基礎自治体共同の事務） 

 

【道州の役割】 

    ・基礎自治体間の連絡・調整 

  

   それが困難な場合には、道州と基礎自治体間の役割分担を踏まえ、事務

などの垂直的な補完も柔軟に対応すべき。その際には、以下の取り組みに

ついてもあわせて求められる。 

【道州の基礎自治体に対する働きかけ】 

・地域の実情にあった基礎的な自治組織注15づくり 

・地域全体のまちづくりの充実を図る地域内分権注16への取り組み 

・行政能力の向上を図るための広域合併への移行支援 

 

第３章 道州制に関する今後の取り組み 

（１）分権型社会のための道州制への取り組み 

  分権型社会を創るための道州制を実現するためには、道州制を導入す

る最大の目的が地方分権の推進であることについて、国と地方が共通の

認識を持ちながら、国と地方の権限・財源を大胆に再構築し、国全体の

あり方について根本的な見直しを図ることが必要である。 

    今後もそのあり方について国と地方がともに対等な立場で協議する場

を設け、議論を深めていく必要がある。 

（２）道州制に関する議論の展開 

当研究会では、四国として地域を経営していく上での分権型の道州制

を導入する意義やメリット・デメリットなどを可能な限り具体的に研究

してきたが、全国世論調査の結果などによると、国民の間で道州制につ

いての理解が進んでいない状況があることから、これをもとに、地域で

の理解を深めるとともに、道州制に関する制度のあり方や今後の四国の

地域経営のあり方について、地域の主体である住民をはじめ各界と幅広

く議論を深めていくことが求められる。 

 

                                                                                                                                                  
広域連合に比べて、権限の移譲を受けることができないこと、長と議員を住民が直接選

べないことなど、独立性は低くなっている。 
注 15自治組織とは、住民の身近なところで住民に身近な行政サービスの提供を行うためのも

ので、住民の民意を反映させ、行政と住民が協働して担う地域の場となるもの。 
注 16住民の身近な地域自治組織等に必要な予算と権限を配分し、住民の意見を反映させなが

ら生活に身近なサービス提供を実現する取り組み。 
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（３）地方分権に向けた取り組み 

    道州制の議論に関わらず、地方分権に向けた取り組みについては当然

更なる取り組みが求められる。四国としても連携を図りつつ、分権型社

会の実現に向けた取り組みを強力に進めていく必要がある。 

（４）「四国はひとつ」４県連携施策の推進 

    ４県連携施策の取り組みは、複雑化・広域化する行政課題に対応する

ため、４県間で情報を共有したり、各県の厳しい財政状況を背景に既存

資源・施設を相互補完的に活用することなど、効率的な行政運営や県民

サービスの向上などを目的とするものであり、今後の道州制の議論に関

わらず、四国全体としての効果的な施策展開を進めていくために、今後

も進めていくことが必要である。 

（５）住民参加の仕組みづくり 

    「真の地方分権社会」を実現するためには、住民自身の行政に対する

積極的な関与の意識を高めることも必要である。 

    そのため、今後とも、ＮＰＯやボランティア団体など多様な地域の担

い手の育成・支援に積極的に取り組むとともに、これまで以上に住民が

行政に対して参画しやすく、監視しやすい仕組みづくりに取り組むこと

が求められる。 
 


